
令和２年度下水道事業評価（終了時）　一覧表　 （1/5）

評価の根拠

効
率
性

有
効
性

説
明
責
任

組
織
学
習

総合評価
A＝予定以上の成果を上げた
Ｂ＝予定どおり成果を上げた
Ｃ＝予定どおりの成果には至らなかった
（実績値/目標値）

Ⅰ-1
生活環境の
改善や河川
の水質保全
に努めます

Ⅰ-1-①
計画的な下
水道（汚水）
整備の推進

下水道建設課 生活環境の改善や河川などの水質を保
全するため、下水道（汚水）の整備が進ん
でいない地域においては、引き続き、下
水道（汚水）の整備に取り組みます。

下水道（汚水）の整備が進んでいない
地域については、既に整備している地
域と早期に均衡が図れるよう整備を進
めるとともに、土地区画整理事業などが
計画・実施されている地域では、街路整
備の進捗に合わせて整備を行うほか、
一定の条件を満たす場合には、先行し
て整備を進めます。

・下水道（汚水）の整備が進んでいない
地域及び土地区画整理事業地区等に
汚水管きょを12.4km整備します。
・土地区画整理事業施行者及び他の関
係機関と協議・調整を行い、効率的な
工事を執行します。
・工事施工にあたり、他事業者と工事時
期や施工方法等の調整を図り、市民へ
の配慮、交通渋滞等がないように、事
前に施工方法、施工体制を確認しま
す。

①2,105,834

②2,100,308

1,722,666 82% B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

土地区画整理事業施工者等
と協議・調整を行い、計画通
りに工事が執行できるよう努
めます。

現
状
維
持
で
継
続

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□下水道処理人口普及率
　（87.9%/88.0%）

□汚水管きょ整備
　（8.9km/12.4km）

Ⅰ-1-②
整備困難地
域における
下水道（汚
水）整備の
検討

下水道建設課 生活環境の改善や河川などの水質を保
全するため、下水道（汚水）の整備が進ん
でいない地域においては、引き続き、下
水道（汚水）の整備に取り組みます。

道路幅員が狭い場合や地下埋設物の
影響などにより、下水道管を埋設する
工事が難しい場所については、効率的
な整備方法を検討するとともに、新工法
の採用について研究します。

・新工法説明会等に参加し研究を進め
るとともに、情報共有を行います。
・道路工事調整会議への出席やガス事
業者等の他埋設企業からの事前協議
書の確認を行い、下水道管工事に支障
をきたさないよう情報共有を行います。

①0

②0

0 － ■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□下水道処理人口普及率
　（87.9%/88.0%）

1,693,653 60%

Ⅱ-1-②
公共施設に
おける雨水
流出抑制の
推進

下水道維持課 土地利用の変化や低い土地の形状など
に伴い浸水被害が発生している地域で
は、引き続き、下水道（雨水）の整備に取
り組みます。

公共施設の建て替えなどを行う場合に
は、関係機関と協議・連携を図り、地下
貯留などの雨水流出抑制施設の設置
を進めます。

①0

②0

0 － ■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□雨水流出抑制施設設置
　（3件）

Ⅱ-1-③
浸水対策に
対する情報
提供による
自助の促進

上下水道総務課 土地利用の変化や低い土地の形状など
に伴い浸水被害が発生している地域で
は、引き続き、下水道（雨水）の整備に取
り組みます。

浸水対策に対する情報を市民に提供す
ることにより、市民一人ひとりの防災意
識を高めます。
また、市民に対し浸水情報を少しでも早
く伝えられるよう、情報通信技術（ICT）
を活用した情報提供について研究しま
す。

浸水対策に対する市民一人ひとりの防
災意識を高めるため、局のホームペー
ジなどを活用した情報提供を行います。

①0

②0

0 － 上下水道広報誌「みずぐるま」で東
川口駅周辺浸水対策についての記
事を掲載し、意識啓発を行いました。

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□上下水道広報誌による
　情報提供

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

公共施設の建て替えなどの
際に、雨水流出抑制施設設
置を公共施設管理者に対し
て要請しているものの、その
必要性が浸透していないこと
から、今後も広く関係各課に
対して周知していきます。

現
状
維
持
で
継
続

現
状
維
持
で
継
続

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

今後、浸水対策を実施してい
く地域について、最も効率的
かつ効果的な整備方法、整
備地区を検討します。

①1,949,795

②2,834,651

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
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で
き
た

B
 
予
定
ど
お
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で
き
た

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□整備排水区数
　（4排水区/4排水区）

□雨水管きょ整備
　（0.36ｋｍ/0.36ｋｍ）

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

・浸水被害が発生している地域に、
雨水管きょ0.36kｍの整備を行いまし
た。
・東川口駅周辺浸水対策工事におい
て、シールド機を製作し、発進立坑の
工事を実施し、シールド機による掘
削を開始しました。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

・道路幅員が狭い場合や地下埋設
物の影響などにより、下水道管を埋
設する工事が難しい場所の工法を調
査し、課内で情報共有を行いました。
・道路工事調整会議やガス事業者等
の他埋設企業からの事前協議書の
確認を行い、下水道管工事に支障を
きたさないよう情報共有を行いまし
た。

・下水道（汚水）の整備が進んでいな
い地域に汚水管きょを8.9km整備しま
した。計画の見直しが必要となり令
和3年度に実施することとなった工事
や区画整理事業の進捗に伴い未実
施の工事等があったため、数値目標
の12.4㎞には届きませんでしたが、
事業の進捗としては予定どおりで
す。
・土地区画整理事業施行者及び他
の関係機関と協議・調整を行い、効
率的な工事を進めました。
・工事施工にあたり、交通渋滞等が
ないように、事前に施工方法、施工
体制を確認し、事故等もなく工事を行
いました。

現
状
維
持
で
継
続

道路幅員が狭い場合や、地
下埋設物の影響等により、
下水道管を埋設する工事が
難しい場所について、引き続
き効率的な整備方法を検討
するとともに、新工法の採用
について研究します。

事業を実施する上での課題
及び改善方針

①当初予算額
(千円)

②現計予算額
（千円）

決算額
（千円）

執行
率

達成状況
事業
達成度

事業達
成度
C～Ｅの
理由

視点評価

今後の
実施
方針

実
施
方
針

施策目標 施策

Ⅰ
快
適
な
生
活
環
境
の
実
現

Ⅱ
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現

主管課 施策目標 施策
取組内容、数値目標及び

スケジュール
（単年度）

下水道建設課 ・浸水被害が発生している地域に、雨水
管きょ0.36kｍを整備します。
・東川口駅周辺浸水対策工事におい
て、シールド機を製作し、発進立坑の工
事を実施します。

土地利用の変化や低い土地の形状など
に伴い浸水被害が発生している地域で
は、引き続き、下水道（雨水）の整備に取
り組みます。

土地利用の変化や低い土地の形状な
どに伴い浸水被害が発生している地域
では、雨水管きょを整備するほか、貯留
施設などの整備を検討します。

Ⅱ-1
浸水に対す
る安全・安心
なまちづくり
を推進しま
す

Ⅱ-1-①
計画的な下
水道（雨水）
整備の推進

・公共施設に広く雨水流出抑制施設を
整備することにより、浸水被害の発生し
にくい都市づくりに長期的かつ継続的に
取り組みます。
・公共施設に設置された雨水流出抑制
施設の効用を十分に発揮させるため
に、公共施設管理者に対して、維持管
理の周知・徹底を図ります。

・公共施設管理者に対して、6件の事
前協議を行い、設置場所の状況等を
総合的に勘案した雨水流出抑制施
設の提案を実施しました。
・公共施設管理者に対して、3件の完
了検査を行い、雨水流出抑制施設
の維持管理の周知・徹底を実施しま
した。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

引き続き情報収集の手段や
ホームページ等による情報
発信の方法を精査します。

現
状
維
持
で
継
続

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た



令和２年度下水道事業評価（終了時）　一覧表　 （2/5）

評価の根拠

効
率
性

有
効
性

説
明
責
任

組
織
学
習

総合評価
A＝予定以上の成果を上げた
Ｂ＝予定どおり成果を上げた
Ｃ＝予定どおりの成果には至らなかった
（実績値/目標値）

事業を実施する上での課題
及び改善方針

①当初予算額
(千円)

②現計予算額
（千円）

決算額
（千円）

執行
率

達成状況
事業
達成度

事業達
成度
C～Ｅの
理由

視点評価

今後の
実施
方針

実
施
方
針

施策目標 施策 主管課 施策目標 施策
取組内容、数値目標及び

スケジュール
（単年度）

Ⅱ
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現

Ⅱ-2-①
管路施設に
おける耐震
化の推進

下水道維持課 大規模地震災害時においても下水道の
機能を確保するため、下水道施設の耐震
化（防災対策）と被害の最小化（減災対
策）を組み合わせることにより計画的な地
震対策に取り組みます。

総合地震対策計画（第2期）に基づき、
令和2年度から6年度までの5年間で計
画を実施します。
・管きょの地震対策としては埼玉県流域
幹線に直接流入している主要幹線管
きょの診断を行い、汚水管きょ112ｍの
耐震化工事を実施します。
・マンホール浮上防止対策は主に産業
道路、第2産業道路の143基のマンホー
ル診断を行います。

①130,364

②128,360

111,029 86% ・管きょの地震対策として、数値目標
112ｍに対し110ｍの耐震化工事を実
施しました。目標との差は、設計上
の誤差によるもので、事業の進捗と
しては予定どおりです。
・マンホール浮上防止対策として、予
定していた143基に対し、翌年度実施
予定の2基を追加で実施し、145基の
マンホール診断を実施しました。

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□汚水管渠更生工事
　（110ｍ/112ｍ）

Ⅱ-2-②
ポンプ場に
おける耐震
化の推進

ポンプ場管理センター 大規模地震災害時においても下水道の
機能を確保するため、下水道施設の耐震
化（防災対策）と被害の最小化（減災対
策）を組み合わせることにより計画的な地
震対策に取り組みます。

耐震性能の評価・調査診断を行い、耐
震性能が不足していると判定されたポ
ンプ場については、耐震補強を進めま
す。

被災による影響度が大きい施設を考慮
し、里ポンプ場の耐震診断、青木橋排
水ポンプ場の耐震診断、緑町ポンプ場
の耐震診断、東領家中継ポンプ場の耐
震診断、新堀中継ポンプ場、横曽根中
継ポンプ場の耐震補強設計を実施しま
す。

①192,676

②216,885

128,652 59% 里ポンプ場、青木橋排水ポンプ場、
緑町ポンプ場、東領家中継ポンプ場
の耐震診断および新堀中継ポンプ
場の耐震補強設計を完了しました。
横曽根中継ポンプ場の耐震補強設
計については、関係機関との協議に
時間を要したため、令和3年度に実
施します。

総合地震対策計画の第2期
がスタートし、耐震事業が早
期に終了するよう加速化を
図っていますが、耐震診断や
補強設計を含め、計画目標
どおり確実に施工できるよう
準備を行っていきます。

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□耐震診断（4件/4件）

□耐震補強設計（1件/2件）

Ⅱ-2-③
災害用マン
ホールトイレ
の整備推進

下水道建設課 大規模地震災害時においても下水道の
機能を確保するため、下水道施設の耐震
化（防災対策）と被害の最小化（減災対
策）を組み合わせることにより計画的な地
震対策に取り組みます。

①136,719

②268,321

110,462 41%

Ⅱ-2-④
危機管理体
制の向上

上下水道総務課 大規模地震災害時においても下水道の
機能を確保するため、下水道施設の耐震
化（防災対策）と被害の最小化（減災対
策）を組み合わせることにより計画的な地
震対策に取り組みます。

下水道が果たすべき機能を維持・回復
することを目的とした被災時の行動計
画である「川口市下水道事業業務継続
計画」に基づく訓練を行い、災害に強い
危機管理体制の向上に努めます。

「川口市下水道事業業務継続計画」（下
水道ＢＣＰ）の見直しを行います。
また、下水道ＢＣＰに基づく訓練を実施
します。

①0

②0

0 －

新設する管きょは、各種耐震対策指針
に基づき、可とう性継手を用いるなど耐
震性の強化を図ります。一方、既に埋
設されている重要な管きょ、（避難所か
らの汚水を受ける管きょ、緊急輸送道
路下にある管きょ、河川や軌道を横断
している管きょ）については、優先的に
管更生などの耐震化を進めます。ま
た、緊急輸送道路下にあるマンホール
のうち、液状化によるマンホール浮上の
恐れがあると判定されたマンホールに
ついては、優先的に浮上防止対策を行
います。

現
状
維
持
で
継
続
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予
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予
定
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で
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予
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で
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予
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で
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B
 
予
定
ど
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で
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B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

「川口市地域防災計画」に示されている
指定避難所などを対象とし、災害用マ
ンホールトイレの整備を進めます。

・災害発生時においてもトイレが利用で
きるよう、マンホールトイレを9箇所設置
します。（飯塚小学校、上青木小学校、
差間小学校、芝東中学校、安行東中学
校、東中学校、北中学校、芝西中学校
陽春分校、川口市立高校）
・工事施工にあたり学校運営に支障が
ないように、事前に施工方法、施工体
制を確認します。

Ⅱ-2
地震に対す
る防災・減災
を推進しま
す

現
状
維
持
で
継
続

現
状
維
持
で
継
続

現
状
維
持
で
継
続

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□マンホールトイレが整備され
た避難所率（42％/42％）

□マンホールトイレの設置
　（9箇所/9箇所）

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□避難誘導訓練（実施/実施）

耐震化を要する重要管きょに
ついて、水量が多く調査や工
事が困難な箇所が見受けら
れます。今後は2条化（管を2
本に増やすこと）を含め更生
工事以外の整備検討を要し
ますが、現場の条件確保や
予算の増大が課題となりま
す。

B
 
予
定
ど
お
り
で
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た

B
 
予
定
ど
お
り
で
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た
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予
定
ど
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り
で
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た
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予
定
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り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
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を
上
げ
た

・災害発生時においてもトイレが利用
できるよう、マンホールトイレ9箇所の
整備を行いました。（飯塚小学校、上
青木小学校、差間小学校、芝東中学
校、安行東中学校、東中学校、北中
学校、幸並中学校、川口市立高校）
・工事施工にあたり学校運営に支障
がないように、事前に施工方法、施
工体制を確認し、事故等もなく工事を
行いました。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

来年度も予定している学校
（8箇所）にマンホールトイレ
を確実に整備するため、学校
責任者との事前調整等を実
施します。また、積極的に研
修等に参加することで設計
の知識向上を図ります。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

・施設浸水対策を含む、川口市下水
道事業業務継続計画(下水道ＢＣＰ)
に更新しました。
・上下水道局において、下水道ＢＣＰ
に基づき、管理部及び事業部による
災害対策訓練として避難誘導訓練を
実施しました。また、災害時支援関
東ブロック情報連絡訓練、埼玉県下
水道災害対策実動訓練に参加しまし
た。

・川口市下水道事業業務継
続計画(下水道ＢＣＰ)の見直
しを確実に行い、埼玉県に報
告します。
・下水道ＢＣＰに基づく災害
対策訓練の準備を早めに進
め、効果的な訓練になるよう
訓練内容の検討を行いま
す。



令和２年度下水道事業評価（終了時）　一覧表　 （3/5）

評価の根拠

効
率
性

有
効
性

説
明
責
任

組
織
学
習

総合評価
A＝予定以上の成果を上げた
Ｂ＝予定どおり成果を上げた
Ｃ＝予定どおりの成果には至らなかった
（実績値/目標値）

事業を実施する上での課題
及び改善方針

①当初予算額
(千円)

②現計予算額
（千円）

決算額
（千円）

執行
率

達成状況
事業
達成度

事業達
成度
C～Ｅの
理由

視点評価

今後の
実施
方針

実
施
方
針

施策目標 施策 主管課 施策目標 施策
取組内容、数値目標及び

スケジュール
（単年度）

Ⅲ-1
管路施設の
適切な管理
により事故
の未然防止
に努めます

Ⅲ-1-②
改築情報な
どのデータ
ベース化の
検討

下水道維持課 流下機能の継続的な維持や道路陥没な
ど管路施設の不具合に起因する事故を
未然に防止するため、適切な維持管理を
行い、計画的に改築に取り組みます。

竣工図、排水設備確認申請書、管内調
査の各種情報を基に公共下水道台帳
システムのデータ更新を行います。

①18,060

②18,060

16,289 90% 予定数のデータ更新作業を行いまし
た。

公共下水道台帳の精度を高
めるため、窓口や現場立ち
合い等の情報もデータに反
映できるよう整理を行いま
す。

現
状
維
持
で
継
続

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□下水道台帳システム
　情報更新

Ⅲ-2
ポンプ場施
設の適切な
管理により
事故の未然
防止に努め
ます

Ⅲ-2-②
改築情報な
どのデータ
ベース化の
検討（再掲）

ポンプ場管理センター 定期的な点検・調査により施設の状況を
把握するとともに、修繕による施設の延
命化を図りながら計画的な改築に取り組
みます。

ポンプ場施設の工事修繕履歴や紙図
面を整理し、データベース化に向けた
準備を実施します。

①0

②0

0 － スキャナー機能付きの大型プリン
ターを導入し、過去の工事図面をス
キャンすることにより、CAD化を進
め、今後の工事発注等に生かすこと
ができました。

紙図面のCAD化は時間を要
するため、効率的に行う手法
を検討します。

現
状
維
持
で
継
続

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

Ⅳ-1
経営基盤を
強化し経営
の健全化に
努めます

Ⅳ-1-①
経営安定化
の推進

上下水道総務課 将来にわたり安定した下水道サービスを
市民に提供するため、経営基盤の強化に
努めます。

効率的な施設管理、コストの削減、建設
投資にかかる経費の平準化などを図
り、下水道事業の安定経営に努めま
す。また、下水道への接続を促進する
など収入の確保に努めます。

・事業評価およびローリングを実施し、
各施策の進捗管理を行います。
・財政収支計画を検証するとともに経営
戦略を適宜見直します。

①0

②0

0 － ・収入状況の把握に努めるとともに、
事業評価（終了時評価）を実施し、事
業を実施する上での課題及び改善
方針を確認しました。
・企業会計方式による財政収支を検
証し、令和3年度に実施する経営戦
略の改訂の準備を行いました。

経営戦略において加味すべ
き内容を確認するとともに、
企業会計移行後の財政収支
を把握し、経営戦略の改訂
に向けて、準備を進めます。

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

Ⅳ-1-②
適正な下水
道使用料の
検討

上下水道総務課 将来にわたり安定した下水道サービスを
市民に提供するため、経営基盤の強化に
努めます。

今後、人口の減少や節水機器の普及な
どによる下水道使用料（収入）の減少、
施設の老朽化に伴う更新費用（支出）
の増大が想定されます。今後も引き続
き、経費の削減や維持管理に努めつつ
健全な下水道経営を実現するため、適
正な経費回収率などを指標とした下水
道使用料について検討します。

・類似団体及び県内事業者等必要に応
じ対象事業体を抽出し、下水道使用料
の調査・分析を行います。
・経費回収率を比較、分析し適正な下
水道使用料を検討します。

①0

②0

0 － 中核市及び県内事業者の下水道使
用料及び経費回収率に関する情報
を収集し、比較、分析を行いました。

企業会計移行後の財政収支
を把握し、経費回収率等の
経営指標を基に、適正な下
水道使用料の検証を行いま
す。

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

効率的に下水道施設の維持管理を行う
ため、改築情報などのデータベース化
を検討します。

効率的に下水道施設の維持管理を行う
ため、改築情報などのデータベース化
を検討します。

Ⅳ
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全
化

Ⅲ
下
水
道
施
設
の
適
切
な
管
理

現
状
維
持
で
継
続

現
状
維
持
で
継
続

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た



令和２年度下水道事業評価（終了時）　一覧表　 （4/5）

評価の根拠

効
率
性

有
効
性

説
明
責
任

組
織
学
習

総合評価
A＝予定以上の成果を上げた
Ｂ＝予定どおり成果を上げた
Ｃ＝予定どおりの成果には至らなかった
（実績値/目標値）

事業を実施する上での課題
及び改善方針

①当初予算額
(千円)

②現計予算額
（千円）

決算額
（千円）

執行
率

達成状況
事業
達成度

事業達
成度
C～Ｅの
理由

視点評価

今後の
実施
方針

実
施
方
針

施策目標 施策 主管課 施策目標 施策
取組内容、数値目標及び

スケジュール
（単年度）

Ⅳ-2
広報活動の
充実や市民
ニーズの把
握に努めま
す

Ⅳ-2-①
広報活動の
充実

上下水道総務課 下水道（汚水）を使用できる市民が速や
かに下水道（汚水）に接続していただける
よう、積極的な広報活動に努めます。ま
た、下水道サービスの向上を図るため、さ
まざまなイベントなどを通じて、直接市民
の声を聴くなど、市民ニーズの把握に努
めます。

下水道事業の必要性や下水道の内容
などをわかりやすく市民に伝えるため、
市ホームページや広報誌などを活用し
た情報提供を行うとともに、各種イベン
トを通じ積極的な広報活動に努めま
す。また、下水道施設の見学会開催に
ついて検討します。

・アクアプラン4-1-4「水道事業PRとお
客様の声の反映」と連携し、各種イベン
トに参加します。
・ホームページや広報誌に工夫を凝ら
し、市民の事業に対する理解促進を図
ります。

①101

②101

101 100% ■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□上下水道広報誌の発行
　2回（9月号・2月号）

Ⅳ-2-②
市民ニーズ
の把握

上下水道総務課 下水道（汚水）を使用できる市民が速や
かに下水道（汚水）に接続していただける
よう、積極的な広報活動に努めます。ま
た、下水道サービスの向上を図るため、さ
まざまなイベントなどを通じて、直接市民
の声を聴くなど、市民ニーズの把握に努
めます。

住民説明会や各種イベントへの出展・
参加などを通じて、直接市民の声を聴く
など、市民ニーズの把握に努めます。

・イベントやホームページを活用し、アン
ケートを実施します。
・アンケートの意見を各事業に反映でき
るように、内容、集計方法を検討しま
す。

①0

②0

0 － ・新型コロナウイルスの感染拡大を
受け、参加予定であった各種イベン
トは開催中止及び出展見送りとなり
ました。
・ホームページアンケート及び市民
意識調査を実施し、下水道の使用に
ついて意識していることや災害用マ
ンホールトイレの周知度を把握する
とともに、お客様のご意見・ご要望を
収集しました。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

引き続きホームページ等を活用
したアンケーを実施し、得られた
意見を各事業に反映できるよ
う、アンケート内容の見直しを行
います。

現
状
維
持
で
継
続

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

Ⅰ-1
生活環境の
改善や河川
の水質保全
に努めます

Ⅰ-1-③
下水道接続
率の向上

下水道維持課 生活環境の改善や河川などの水質を保
全するため、下水道（汚水）の整備が進ん
でいない地域においては、引き続き、下
水道（汚水）の整備に取り組みます。

・職員による戸別訪問を実施し、下水道
接続率の向上を図ります。
・私道共同排水設備整備の補助などを
実施し、下水道接続率の向上を図りま
す。

①101,139

②101,139

39,913 39%

Ⅳ-1
経営基盤を
強化し経営
の健全化に
努めます

Ⅳ-1-③
下水道接続
率の向上
（再掲）

下水道維持課 将来にわたり安定した下水道サービスを
市民に提供するため、経営基盤の強化に
努めます。

Ⅲ-1
管路施設の
適切な管理
により事故
の未然防止
に努めます

Ⅲ-1-①
計画的な維
持管理およ
び改築の推
進

下水道維持課
流下機能の継続的な維持や道路陥没な
ど管路施設の不具合に起因する事故を
未然に防止するため、適切な維持管理を
行い、計画的に改築に取り組みます。

①908,390

②903,686

879,110 97%

Ⅳ-1
経営基盤を
強化し経営
の健全化に
努めます

Ⅳ-1-④
計画的な維
持管理およ
び改築の推
進（再掲）

下水道維持課
将来にわたり安定した下水道サービスを
市民に提供するため、経営基盤の強化に
努めます。

・汚水管長寿命化計画に基づき、南平
地区において老朽管渠750ｍの更生工
事を実施します。
・青木、横曽根地区において老朽管渠
1,481ｍの布設替え工事を実施します。
・市内全域において老朽化が著しい区
域の管内調査16,800ｍ、管内清掃
17,200ｍを実施します。
・市内全域において汚水取付管や人孔
蓋等の破損による小規模改修工事を実
施します。

Ⅲ
下
水
道
施
設
の
適
切
な
管
理

Ⅳ
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全
化

下水道施設の計画的な維持管理およ
び改築を行うため、ストックマネジメント
計画を策定し、膨大な下水道施設の状
況を客観的に把握、評価することで、長
期的な状態を予測しながら、計画的か
つ効率的に下水道施設の管理を行い、
建設投資にかかる経費の平準化を図り
ます。

Ⅰ
快
適
な
生
活
環
境
の
実
現

Ⅳ
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全
化

下水道（汚水）は、市民に接続されては
じめてその効果（生活環境の改善や河
川などの水質保全）を発揮します。さら
に、下水道接続率を向上させることは、
資産の有効活用や下水道使用料の収
入確保にもつながることから、戸別訪問
などによる接続促進活動を行います。
また、下水道（汚水）に接続するための
工事費用に対する支援の拡充について
検討します。

Ⅳ
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全
化

現
状
維
持
で
継
続

現
状
維
持
で
継
続

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□戸別訪問（504件）

□私道共同排水設備整備
　補助金申請（13件）

□水洗便所改造資金融資利子
　等助成金申請（4件）

□水洗便所改造資金補助金
　申請（248件）

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□老朽管渠更生工事
　（749ｍ/750ｍ）

□老朽管渠布設替工事
　（1,453ｍ/1,481ｍ）

□管内調査
　（10,760ｍ/16,800ｍ）

□管内清掃
　（17,200ｍ/17,200ｍ）

水洗便所改造資金補助金に
ついて、2年間の検証結果で
は乏しく、効果を検証するに
は更なる検証データが必要
ではないか、補助対象の見
直しを考慮する必要がある
のではないかなどを考慮し、
補助制度の内容を見直して
引き続き社会実験として5年
程度継続します。

現
状
維
持
で
継
続

・当初の予定通り管更生工事を行い
ました。
・布設替え工事については、数値目
標1,481ｍに対し1,453ｍ実施しまし
た。目標との差は、台帳上と実際の
管の距離に誤差があったこと、また
布設替えした結果、管の距離が短く
なったことによるもので、事業の進捗
としては予定どおりです。
・管内調査については、数値目標
16,800ｍに対し10,760ｍ実施しまし
た。ストックマネジメント計画に基づき
管径450ｍｍ以上の管を対象として
実施したものですが、450ｍｍ以上の
管が想定より短かったためであり、
事業の進捗としては予定どりです。
・当初の予定通り管渠清掃を行いま
した。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

維持補修については、年度
により業務量の変動が大き
い場合があることから、適切
な予算の配分、確保をする
必要があります。

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

・新たに供用開始された世帯を対象
に戸別訪問（504件）を実施しました。
・私道共同排水設備整備補助金は
13件、水洗便所改造資金融資利子
等助成金は4件、水洗便所改造資金
補助金は248件に対し、助成・補助を
しました。
上記の結果、下水道接続率は前年
度比0.01％増の94.74％となりまし
た。

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

・新型コロナウイルスの感染拡大を
受け、参加予定であった各種イベン
トは開催中止及び出展見送りとなり
ました。
・年2回広報誌を発行し、下水道事業
の財政状況や浸水対策工事などの
取組みについて掲載しました。
・水道学習用パンフレットを更新する
際に下水道事業に関する内容を組
込み、水循環体系を学習するパンフ
レットとして作成し、ホームページに
掲載しました。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

・アクアプラン4-1-4「水道事
業PRとお客様の声の反映」
と連携し、効果的なPR方法を
検討します。
・引き続き積極的な情報発信
に努め、広報誌に掲載する
内容を検討します。
・年次報告書は上下水道両
事業の形式を整え作成しま
す。
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評価の根拠

効
率
性

有
効
性

説
明
責
任

組
織
学
習

総合評価
A＝予定以上の成果を上げた
Ｂ＝予定どおり成果を上げた
Ｃ＝予定どおりの成果には至らなかった
（実績値/目標値）

事業を実施する上での課題
及び改善方針

①当初予算額
(千円)

②現計予算額
（千円）

決算額
（千円）

執行
率

達成状況
事業
達成度

事業達
成度
C～Ｅの
理由

視点評価

今後の
実施
方針

実
施
方
針

施策目標 施策 主管課 施策目標 施策
取組内容、数値目標及び

スケジュール
（単年度）

Ⅲ-1
管路施設の
適切な管理
により事故
の未然防止
に努めます

Ⅲ-1-③
人材の確保
と民間活用
手法の研究

下水道維持課

流下機能の継続的な維持や道路陥没な
ど管路施設の不具合に起因する事故を
未然に防止するため、適切な維持管理を
行い、計画的に改築に取り組みます。

・管路施設の維持管理における効率的
な民間活用の検討を行います。

①2,302

②2,302

908 39%

Ⅲ-2
ポンプ場施
設の適切な
管理により
事故の未然
防止に努め
ます

Ⅲ-2-③
人材の確保
と民間活用
手法の研究
（再掲）

ポンプ場管理センター 定期的な点検・調査により施設の状況を
把握するとともに、修繕による施設の延
命化を図りながら計画的な改築に取り組
みます。

・ポンプ場施設の維持管理における効
率的な民間活用の検討を行います。

Ⅳ-1
経営基盤を
強化し経営
の健全化に
努めます

Ⅳ-1-⑤
人材の確保
と民間活用
手法の研究
（再掲）

上下水道総務課 将来にわたり安定した下水道サービスを
市民に提供するため、経営基盤の強化に
努めます。

・職員に対する研修の実施や資格取得
を促進します。

Ⅲ-2
ポンプ場施
設の適切な
管理により
事故の未然
防止に努め
ます

Ⅲ-2-①
計画的な維
持管理およ
び改築の推
進（再掲）

ポンプ場管理
センター 定期的な点検・調査により施設の状況を
把握するとともに、修繕による施設の延
命化を図りながら計画的な改築に取り組
みます。

・竪前橋ポンプ場2号除塵機の更新を実
施します。
・元郷排水ポンプ場系監視装置の更新
を9箇所実施します。
・里ポンプ場無停電電源装置の更新を
実施します。
・水位計更新工事を実施します。

①296,087

②285,077

255,154 90%

Ⅳ-1
経営基盤を
強化し経営
の健全化に
努めます

Ⅳ-1-④
計画的な維
持管理およ
び改築の推
進（再掲）

ポンプ場管理
センター 将来にわたり安定した下水道サービスを
市民に提供するため、経営基盤の強化に
努めます。

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□外部研修受講
　（20講座23名）

■総合評価
Ｂ　予定どおり成果を上げた

□監視装置更新工事
　（9件/9件）

□除塵機更新工事
　（1件/1件）

□水位計更新工事
　（1件/1件）

□無停電電源装置更新工事
　（1件/1件）

Ⅲ
下
水
道
施
設
の
適
切
な
管
理

Ⅳ
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全
化

Ⅲ
下
水
道
施
設
の
適
切
な
管
理
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　
　
 
 
Ⅳ
下
水
道

事
業
の
経
営
の
健
全
化

職員に対する研修の充実や資格取得
を積極的に促進するとともに、必要に応
じ、組織体制の見直しについて検討しま
す。また、適切な維持管理を行う手法の
一つとして、下水道施設の維持管理に
関する民間活用についても研究しま
す。

下水道施設の計画的な維持管理およ
び改築を行うため、ストックマネジメント
計画を策定し、膨大な下水道施設の状
況を客観的に把握、評価することで、長
期的な状態を予測しながら、計画的か
つ効率的に下水道施設の管理を行い、
建設投資にかかる経費の平準化を図り
ます。

現
状
維
持
で
継
続

・竪前橋ポンプ場2号除塵機更新の
工事を完了しました。
・元郷排水ポンプ場監視装置更新の
工事を完了しました。
・里ポンプ場無停電電源装置更新の
工事を完了しました。
・水位計更新の工事を完了しました。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

ポンプ場施設の経年劣化に
対し、機器の状態を的確に
把握することで適切な維持管
理及び計画的な改築を図り、
ポンプ場の運転に支障がな
いよう更新計画を適宜見直し
ます。

・管路施設の維持管理に関し、先行
事例等を参照し民間活用についての
情報収集を行いました。
・ポンプ場施設の維持管理における
民間活用手法について研究を行いま
した。
・有料研修の実績については、新型
コロナウイルス感染拡大に伴い中止
となる研修があったものの、延べ23
人が20講座を受講し、下水道事業体
の職員としての見識を広げました。

B
 
予
定
ど
お
り
成
果
を
上
げ
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

B
 
予
定
ど
お
り
で
き
た

新型コロナウイルス対策のた
めオンライン形式の研修も含
めて、積極的に局内各課へ
情報提供を行い、研修の受
講や資格取得を促します。

現
状
維
持
で
継
続


